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課税第二部法人課税課

監理（運営）担当課長補佐（認印省略）

課税第二部消費税課

間接諸税担当課長補佐（認印省略）

新たな税務代理権限証書等に係る法人課税事務及び間接諸税事務における運用について（事務連絡）

標題のことについては、新たな様式による「税務代理権限証書」、「計算事項、審査事項等を記載した書面」、「税務代理権限証書に記載

した税務代理の委任が終了した旨の通知書（以下「終了通知書」という。）」（以下これらを併せて「税務代理権限証書等」という。）が令

和6年4月1日以降提出されるところ、下記の通り対応願います。

なお、税務代理人への電子による処分通知等の送信に係る具体的な事務処理手順については、後日別途連絡する予定です。



記

1 背景

令和4年3月に税理士関係法令及び基本通達が改正され、①「税務代理」には、納税者に対して発する書類等の受領行為が含まれる

ことが明確化（税理士法基本通達2-3（税務代理の範囲））されるとともに、②税務代理権限証書等の様式（注）についても見直し（税
理士法規則第8号様式、税理士法関係様式通達の別添を参照。施行は令和6年4月1日。）が行われた。

なお、②については｀税務代理権限証書において「税務代理の対象となる書類の受領に関する事項」欄が設けられる一方、税務代理

権限証書に記載した税務代理の委任が終了した場合は、その旨を税務署に通知することとされた。

また、上記改正に伴い、令和6年4月1日以降において、電子的に送信される処分通知等の税理士の代理受領（以下「電子通知の代

理受領」という。）について運用が開始される予定となっている。

（注） 改正又は新規に作成される様式は次のとおり

税務代理権限証書（税理士法30条）

計算事項、審査事項等を記載した書面（税理士法33条の2)

税務代理権限証書に記載した税務代理の委任が終了した旨の通知書（税理士法関係様式通達）

2 税理士への電子通知の代理受領の概要

(1) 税理士が代理受領できる電子通知

e-Taxにおいて、税理士が代理受領できる法人の電子通知は、次表のとおりである。

更正の請求に伴う通知

更正の請求に係る更正通知

期限後申告書若しくは修正申告書の提出又は更正の請求に係る更正があった場合の加算税の賦課決定通知

適格請求書発行事業者の登録通知

(2) 税理士が電子通知を代理受領するための条件

税理士が電子通知の代理受領を行うためには、次の①～④の条件を全て満たす必要がある。



なお、入力内容に不備がある場合は、税理士及び納税者の受信通知にエラーメッセージが表示される。

① 通知の原因となった申告書、更正の請求書又は適格請求書発行事業者の登録申請書（以下これらを「通知の基となる申告書等」

という。）とその「税務代理権限証書」の双方を、代理受領を行う税理士がe-Taxで提出していること。

② 通知の基となる申告書等において、電子通知を希望（「通知等がある場合に e-Taxによる通知を希望する」欄にチェック）して

いること。

③ 税理士が電子通知の代理受領を行おうとする通知書について、納税者本人に電子通知されていること。

④ 「税務代理権限証書」には、次の内容が入力（選択）されていること。

「税理士又は税理士法人」の「氏名又は名称」欄

「1 税務代理の対象に関する事項」欄

「2 税務代理の対象となる書類の受領に関する事項」欄

(3) 代理受領できる税理士

税理士の利用者識別番号

税目、年分等

対象通知書の種類 、

（リストボックスから選択）

代理受領できる税理士は、上記(2)の条件を全て満たした者 (1名）のみである。

また、対象納税者、税目、年分が同じ「税務代理権限証書」が複数提出された場合は、一番新しい「税務代理権限証書」を提出した

税理士が代理受領の対象となる。

(4) e-Taxシステムに関する留意事項

e..:.Taxシステムのリリース連絡として別途連絡する。

（注） たばこ税及びたばこ特別税、石油石炭税及び航空機燃料税の申告手続はe-Taxソフトに対応していないため、当該税目に係る申

告書においては、電子通知を希望できないことに留意する。

3 令和6年4月1日以後に提出された現行様式に関する留意事項

令和6年4月1日以後に現行様式が提出された場合であっても、新様式でないことのみをもって新様式での再提出を求めないことに

留意する。

なお、提出された税務代理権限証書の記載内容について疑義がある場合や関与税理士が電子通知の代理受領を希望する場合などに

は、新様式での再提出を依頼して差し支えない。



4 終了通知書の取扱いに係る留意事項

終了通知書は、税務代理権限証書に記載した税務代理の委任が終了した事実に基づいて、令和6年4月1日以降、税務署へ提出され

る。

なお、当該通知書は、令和6年4月1日以降税務代理に関する委任が終了した場合に提出されることから、令和6年3月以前に提出

された税務代理権限証書についても提出されることに留意する。

5 周知広報

(1) e-Taxホームページヘの掲載

e-Taxソフトを利用する場合の留意事項等については、 e-Taxホームページのお知らせに別添1「【税理士の方へ】税務代理権限証

書の様式改訂に伴う e-Taxソフトの機能に係る一部利用制限について（令和6年3月25日から3月31日まで）」を掲載している。

(2) 日本税理士会連合会への周知

別添2 「税務代理権限証書等の様式改正に伴う一部利用制限について（周知依頼）」のとおり、日本税理士会連合会並びに各税理

士会へ周知を行っている。
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お知らせ

掲戟日：令和6年3月4日

【税理士の方へ】税務代理権限証書の様式改正に伴うe-Taxソフトの機能に係る

一部利用制限について（令和6年3月25日から3月31曰まで）

令和4年度税胡改正等により、税務代理権限証言を改正し．令和6年4月1日から新様式となります．

これに伴い、 e-Taxソフトの改修を行うため、 e-Taxソフトでは次のとおり、令和6年3月25日から3月31日までの問 r申請・屈出J手続を行う際．申
請書や届出喜に改正前の税務代理権限証書を添付することができません．

e-Taxソフトをご利用いただいている皆様にはご不便をおかけしますが．以下のfe-Taxソフド叫屋能に係る一郎利用制限の内容等」に記穀のとおりご

対応をお願いいたします．

なお、令和6年4月1日以降に税理士が代理受領できる電子通知につきましては、 「税理士が代理受領できる電子通知について（令和6年4月ー1-B以

降）」をこ参照ください．

le-Taxソフトの機能に係る一部利用制限の内容等

令和6年3月25日から3月31日までの間． 「申請・届出」手銹を行う媒申請書や届出書に改正前の税務代理権限証書を添付することかできま

せん。税務代理I鰈這雪を提出する塩合には、申請書や届出書の提出とは別に、改正前の税務代理権限証蜃を個別に送信いただくようお願いい

たします．

また、上記期間において、税理士の方が代理送信する場合．納税証明書の交付請求手続をe-Taxソフト (WEB版）で利用できません．そのた

め、税理士の方が代理送信する場合は、 e・Taxソフト（応版）を利用いただくようお願いいたします．

※ f申告」手紐については、この期間も、改正前の税務代理権限証書の添付が可能です．

|貿意事項
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(e-Taxソフトの画面表示について1

・ 「税務代理権限証書J及び「計算事項、審査事項等を記哉した書面」 （以下［税務代理権限証蚕等」といいます.)につきましては、令和6

年3月25日のシステム改修以降においては、改正前の説務代埋権限証苔等だけでなく、改正後の税務代埋権限証苔等（税務代理権限証害は「令

和6年4月1日以降提出分」と記載されたもの）も表示されます．

令和6年3月31日までの間は改正前の祝務代理権限証畜寺恐令和6年4月1日以紐は改正後の説務代理権限証書等を選択の上、送信いただくよ

うお願いいたします。

（注） 3月25日から3月31日までの間に改正後の税務代理権限証書等がe-Taxに送信された場合には、エラーとなり受付されません．
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日本税理士会連合会

会長太田直樹様

官税 1 - 7 

令和6年3月4日

国税庁長官官房総務課

税理士監理室長松井誠二

別添2

税務代理権限証書等の様式改正に伴う一部利用制限について（周知依頼）

平素から、税務行政に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。

令和4年度税制改正等により、令和6年4月1日から「税務代理権限証書」及び「計算事

項、審査事項等を記載した書面」（以下「税務代理権限証書等」といいます。）が新様式（以

下単に「新様式」といい、これらの現行様式を「旧様式」といいます。）となります。これ

により、 e-Taxソフト等の改修を予定しているところ、当該改修に伴い、一部利用制限が生

じますので下記のとおり御連絡いたします。

貴会におかれましては、各税理士会及び各支部並びに税理士の皆様に周知していただきま

すよう、お願い申し上げます。

記

1 e-Taxソフトの一部利用制限

(1) 令和6年3月25日から 3月31日までの利用

令和6年3月25日から 3月31日までの間、 e-Taxソフトで「申請・届出」手続を行

う際には、申請書や届出書に改正前の税務代理権限証書を添付することはできません。

税務代理権限証書を提出する場合には、申請書や届出書とは別に、改正前の税務代理権

限証書を送信いただくようお願いいたします。

なお、「申告」手続については、上記期間であっても改正前の税務代理権限証書の添

付及び送信が可能です。

また、上記期間においては、税理士の方が納税証明書の交付請求手続を代理送信する

場合、 e-Taxソフト (WEB版）での手続ができませんので、 e-Taxソフト (PC版）を利

用いただくようお願いいたします。

(2) 過年分申告書への税務代理権限証書等の添付について

過年分申告書（令和4年度以前や令和4年分以前などの申告書をいいます。）に税務

代理権限証書等を添付して送信する際には、旧様式しか添付できない場合があります。



そのため、過年分申告書の提出とは別に、新様式を送信いただくようお願いいたします。

なお、どの過年分申告書が対象となるかにつきましては、別添を御参照ください。

2 確定申告書等作成コーナーの一部利用制限

(1) 令和6年4月1日及び2日の利用

令和5年分の申告書等を確定申告書等作成コーナーにより e-Taxで送信する際、新様

式を添付することが可能となるのは、システム上の制約により令和6年4月2日（午前

4時）以降となります。新様式が添付可能となるまでの間に新様式の添付を希望する場
合は、申告書等を確定申告書等作成コーナーから送信し、別途、新様式を e-Taxソフト

等で送信するようお願いいたします。

なお、新様式が添付可能となるまでの間は、旧様式を添付することが可能です。

(2) 令和4年分以前の申告書等への税務代理権限証書等の添付について

令和4年分以前の申告書等を確定申告書等作成コーナーにより e-Taxで送信する場合

は、令和6年4月1日以降においても旧様式のみ添付が可能であり、新様式の添付がで

きません。

そのため、令和4年分以前の申告書等を確定申告書等作成コーナーから送信し、別途、

新様式を e-Taxソフト等で送信するようお願いいたします。

3 令和6年4月1日以降に提出された旧様式の取扱い

令和6年4月1日以降に1日様式で提出された場合であっても、新様式でないことのみを

もって新様式での再提出を求めることはありません。ただし、提出された税務代理権限証

書等の記載内容に不備がある場合や税理士の方が電子通知の代理受領を希望する場合など

には、新様式での再提出を依頼する場合があります。

4 新様式のe-Tax（受付システム）での受付開始日

新様式のe-Tax受付開始日は、令和6年4月1日となります。

なお、令和6年3月25日にシステム改修を行う予定であり、これに伴い e-Taxソフト

において新様式が表示されることとなりますが、令和6年3月31日までは旧様式を選択

し送信いただくようお願いいたします。

【参考】 e-Taxホームページ

・「［税理士の方へl税務代理権限証書の様式改正に伴うe-Taxソフトの機能に係る一部利用制限について」
(htt s : //www. e-tax. n t a. 『~pics_20240304_zeimuda ir i.htm)

・「税理士及び税理士法人向けのよくある質問【税務代理関係】 17」

(~_asE>/qa/ yokuaru08/39. h tm) 

【連絡先］

国税庁長官官房総務課税理士監理室 河井・中川

03-3581-4161（内線3374• 3379) 



【別添J

改正後の税務代理権限証書等を個別に送信する必要がある過年分申告書
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内国法人の讀定申告（青色）

内国法人の確定申告（白色）

予定申告

外国法人の確定申告（青色）

外国法人の確定申告（白色）

外国法人の予定申告

渭算事棗年度予納申告（貴色）

清算事業年度予納申告（白色）

残余財産分配等予給及び漬算積定申告（青色）

残余財産分配等予納及び清算楕定申告（白色）

退職年金等積立金に係る申告

電子データの追加送償（法人税）

通冥法人の情定申告

法人税申告関係 1通算法人の予定申告

電子データの追加送償ほ臥J釈通算））

遁結法人の運詰藷定申告

連給予定申告

仮決算をした場合の逗結法人の適結中間申告

電子データの追加送信（運結申告）

運結羅定申告添付書頚r晉別鍋属額等の届出4親法人分J
遠結藷定申告添付書類『信別潟属韻等の届出—子法人分J

饂別帰属額等の眉出

電子データの追加送償（逗結確定申音添付書類“'用帰属頚尊の届出ー級法人分」）

電子データの追加送信（連結硫定申告添（寸書類r信胴娼鼠額等の扁出→芍去人分j)
仮決算をした場合の連絡中閏申告に係る財務請表等の送信ー親法人分

仮決算をした場合の運給中間申告に係る財務請表等の送虞~法人分

電子データの追加送信（醤別娼属騒等の届出）

揮蓑油税及び地方揮発濾税申告（月分申告）

揮蓑油税及び地方羅発漆税申告（用途外消費）

閏接請税申告関係1揮免油税及び地方揮覺油税申告（月分申告・バイオ）

揮発油税及び地方揮発油税申告（用途外消費・パイオ）

三酒税納税申告（特殊な場合の申告用）

酒税納税申告（差額謀税用）

酒税納税申告に係る提出期限廷長書類

消費税及び地方消費税申告（一般・個人）

消費税及び地方消費税申告（一般・法人）

消費税及び地方消費税申告（閏易課税・偏人）

消費税及び培方消費税申告（簡易課税・法人）

消費税申告関係 l消費税及び培方消費税中間申告（鑓人）
消費税及び地方消費税中間申告（任意）（畠人）

消費税及び地方消費税中間申告（法人）

消費税及び地方消畏税中間申告（任意）（法人）

電子データ追加送信（消費税）

令和4年4月1日以後終了事業年度分

令和3年4月1日以後終了事業年度分

令和元年5月以後に提出期限が到来するもの

令和3年3月31日以稜終了訊税期間分

令和4年分

令和4年分

令和4年4月分以隕用

酒税申告関係 平成28年1月1日以伎終了屎税期間分

令和4年4月1日以後終了謀税用問分


